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中期経営計画 2026（2026年度～2028年度）の策定について

当社は、2026年 5月 11日開催の取締役会において、2026年度（2027 年 3月期）を初年度とする中

期経営計画（2026年度～2028年度）を決議しましたのでお知らせいたします。

当社は、2008 年度の中期経営計画「新生日特の創生」以降、規模の拡大を果たし設備投資や株主還

元を行ってまいりました。一方で、前中期経営計画の期間におきましては、年度毎の業績変動幅が大

きく、安定的な収益の確保という点で課題を残しました。また、建設業界共通の課題である「現場を

支える人財の確保」が難しさを増すなど、事業規模の拡大を軸にした持続的成長に対する経営課題も

顕在化いたしました。

これらを踏まえ、本中期経営計画では、事業規模の拡大のみを追うのではなく、「人的資本への投資

（人財の確保・育成）」に主眼をおき、「安定的に収益を上げ成長を続けられる実力と体制の確立」を

目指すことといたしました。

建設市場におきましては、国土強靭化や老朽化インフラの大規模修繕など、当社の強みが発揮でき

る領域において大きな需要が期待されております。多様な環境下で安定的に利益を創出できる企業を

目指し、「見えないところにこそ、私たちのプライドがある」というブランドメッセージのもと、全役

職員一丸となって企業価値の向上に努めてまいります。

１．社是

私たちは、見えないところにこそ、誠実に技術を提供して、社会から必要とされる企業で

あり続ける。

２．主な目標値

（1）業績面

① 売上高：3か年平均 815億円以上

② 営業利益：3か年平均 57億円以上

（2）財務面（2028年度）

① ROIC ：10％以上

② ROE ：10％以上

③ PBR ：1.5倍以上

④ EBITDA：3期平均 60億円

（3）株主還元

現状水準の配当指標 DOEを維持しつつ、引き続き累進配当を実施する

※詳細については、添付資料をご覧ください。                以 上
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社是・経営理念 4Ⅰ

未来のふつうを、創る。
今、外に広がっている、ふつうの光景。

この光景がふつうであるために、日特建設は1947年から、

あらゆる建設事業に携わってきました。

確かな技術と誠実さを武器に、

ダムでもなく、橋でもなく、トンネルでもなく、

「未来のふつう」を創る会社。

そんな誇りを胸に、私たちは

今日もどこかで大事な仕事をしています。

ブランドメッセージ

⾒えないところにこそ、
私たちのプライドがある。

1 プライドを持つ 2 ブランドを意識する
3 未来に向け果敢に挑む（チャレンジする）
4 チームで取り組む 5 コミュニケーションを大事にする

社 是

経 営 理 念

企 業 風 土 改 革

Mission
使命
Value
価値

Vision
あるべき姿

⾏ 動 指 針

私たちは、⾒えないところにこそ、
誠実に技術を提供して、社会から
必要とされる企業であり続ける

安全・安心な国土造りに貢献する会社

基礎⼯事における総合技術⼒と効率的な経営

信頼される技術⼒に培われた、環境・防災⼯事を主
⼒とした 基礎⼯事のエキスパートであり続ける

存 ⽴ 意 義



事業概要

国内ダム施⼯８割の施⼯実績に基づく確かな技術⼒
私たち日特建設は、地盤・基礎⼯事分野における専門集団。
ダムの⽔漏れを防ぐグラウト⼯事の施⼯実績は国内で100mを超えるダムの約８割、
その技術⼒をベースに周辺領域にも積極的な技術展開を⾏っています。

日特建設
その他国内大型ダム

基礎処理
施⼯実績 約80％

5Ⅰ

ダム基礎⼯事

●法面⼯事

特殊土木⼯事

斜面災害の防止・復旧対策、
インフラ整備のための斜面安定
対策の⼯事。環境保全を図る
特殊技術も保有

●基礎・地盤改良⼯事
構造物をつくるための地盤の強
化や止⽔、地盤沈下・液状化
を防止するための⼯事

●維持補修

安全・安心な国土づくり

インフラを守る取り組み。
吹付技術や地盤掘削技術、
材料圧送技術でインフラ⻑
寿命化に貢献

●都市再生
新しい都市の構築に向けて、
地盤改良や杭基礎技術な
ど、都市の基盤強化に貢献

●環境防災
法面緑化や⽔質保全技術
などを活かし、防災を図るだ
けでなく 、環境の修復や保
全を実施

掘る技術

送る技術

地盤にトンネルを「掘る」推進技
術、材料を「送って」空洞を充
填する技術など、地盤にかかわ
る特殊技術を保有・展開

●その他の特殊技術

ベ ー ス 技 術 の 応 用

地盤強化・止⽔のための材
料や、鉄筋や杭などの補強
材を建込む孔を「掘る」

地盤強化・止⽔のための材
料や、地盤を保護する吹付
材料を「送る」

特 殊 技 術 の
展 開

●グラウチング（グラウト⼯事）

ダムのグラウチングとは
ダムの土台となる岩盤に、止⽔・弱層補強を目的としてセ
メントミルクを注入する⼯法



私たちの強み 〜当社の事業に⽋かせない「⾃律的⼈財」〜 6Ⅰ

競争優位性の源泉

見えないところに誠実に技術を提供して

価値を生み出す

「自律的人財」
一人一人がプロフェッショナルとして現場で

自ら課題を発見し、チームで解を出せる人財

ニーズを形にする“現場⼒”

エリアコミット経営

競争優位性
地 域 に 根 づ く 強 い 機 動 ⼒

“ノウハウや
情報の連携”

強み・特徴 強み・特徴

顧 客 の ニ ー ズ に
確 実 に 応 え る

“現場解決⼒”



私たちの強み 〜⾃律的⼈財が⽀える「エリアコミット経営」〜

ニーズを形にする“現場⼒”

発 注

発 注
施 ⼯

技術サポート

情報連携

7Ⅰ

エリアコミット経営

競争優位性

地 域 に 根 づ く 強 い 機 動 ⼒

“ノウハウや情報の連携”

空白地帯がないよう
⽀店ネットワークを配置

強み・特徴

支 店本 店

情報連携

技術/⼈財提供など
プロジェクト管理全般

技術提案

ニーズ把握

設計内容納品

設計委託

段 取 り ・ リ ス ク 管 理 ・ 資 産 配 分 が
現場⼒を⼤きく左右

顧 客 の ニ ー ズ に 確 実 に 応 え る

“現場解決⼒”

強み・特徴

現 場営業所

現地協⼒会社

発注者設計
コンサル

ゼネコン

札 幌

東 北

東 京

北 陸

名 古 屋

大 阪広 島

九 州

現場からの情報を
キャッチアップ

営業所⻑
案件確保
顧客対応

⼯事⻑
施⼯・安全管理
⼈財配置・教育

技術営業
技術提案

現場技術対応



⻑期ビジョン2035Ⅱ



私たちが考える10年後の世界 〜事業環境とありたい姿〜

2 0 3 5 年 に 社 会 が 抱 え る 課 題

防災・減災対策のオートメーション化と
新しい働き方

課 題事象・要因
●効果的な防災対策
●迅速な災害復旧

地震災害、豪雨・台風災害の多発・激甚化に
伴う⾃然災害の増大

●CO2削減
●効果的な防災対策

地球温暖化に伴う気候変動、気象・地盤災害
多発

●循環型社会構築
●生物多様性保全
●環境修復と共生
●再生可能エネルギー開発

資源の枯渇と廃棄物増大
廃棄物増大、環境汚染、⽔・海洋汚染
生態系破壊

●効率的な予防保全の推進
●日常的な機能評価技術の向上

社会インフラの⽼朽化
劣化の進⾏に伴う機能低下・災害
維持管理のための社会負担

●働き手の確保
●技術伝承

少子高齢化
働き手の不⾜・高齢化、年齢構成の変化
技術伝承途絶

●地域を生かす仕組みの確⽴地方の過疎・疲弊
限界集落、インフラ維持管理の資源不⾜
災害時の対応⼒不⾜

●迅速な技術導入・適⽤・利⽤
●デジタル⼈財・体制・環境確保

技術の革新的進化
デジタル化推進の遅延
デジタル⼈財の不⾜

社会から信頼され必要とされる技術提案型施⼯会社

9Ⅱ

課題解決に向けた
社会の動き

●国土強靭化の推進

●省⼒化や業務分担を促す制度・規制の整備

私たちのありたい姿

環境配慮型技術と融合した防災、
維持管理技術

地域特性に則した課題を解決する
エリアコミット経営

2

1

3

私たちが提供したいもの



⻑期ビジョン2035 私たちのありたい姿（定量） 10Ⅱ
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売上高(左軸)

営業利益（右軸）

再構築した技術・人財・組織をベースに成長加速

基礎・地盤改良、リニューアル拡大

アライアンス、M&A活用

⻑期ビジョン達成のための
ポートフォリオ変革期間と位置づけ

ポートフォリオ変革をさらに加速、
高収益体制の確⽴に取り組む

※M＆A含む

（単位︓億円）

中期経営計画2026

これまでのポートフォリオは
業績に変動が発生

中期経営計画2023

1,500億円売上高

120億円営業利益

1,000億円時価総額
（単位︓億円）

事業成⻑に加えて
M＆Aを活用した成⻑を検討



⻑期ビジョン2035 ありたい姿を実現するための変革 11Ⅱ

法面⼯事のシェアを維持しつつ、生産性が高く成⻑が期待
できる「基礎・地盤改良」⼯事の領域を強化、また今後大
きな市場が⾒込まれる「リニューアル」⼯事の領域の開拓
を加速させるとともに、新たな成⻑ドライバーとなる新規事
業の探索に注⼒

事業ポートフォリオのありたい姿内在する課題

技術・経営人財の
層を厚くする必要性

現 在 の ポ ー ト フ ォ リ オ で
直 面 す る 課 題 解決に向けた考え方

 人財採用と育成の最⼤限の強化
 効率的な事業運営の推進・組織強化

 技術応用など現在の強みを活かした
周辺領域への拡⼤

 新たな成⻑領域への進出

ありたい姿を実現するため、現在の内在する課題を分析。
結果、現在のポートフォリオの⾒直しを図り、そのための経営基
盤の再構築やリソースの確保に最大限注⼒する方針を決定

 ⻑期を⾒据えた計画的な受注施策
 安定して収益があげられる組織の構築

市場成⻑性の鈍化

業績変動が⼤きい

2026年
３月期
売上高
838億円

2036年３月期
売上高

1,500億円

リニューアル
工事

リニュー
アル工事

新設⼯事

災害復旧

災害復旧
新規事業

基礎・地盤
改良

法面

その他

新設⼯事
※外側グラフ︓⼯事の分類
※内側グラフ︓⼯事の分野

法面

基礎・地盤
改良

その他



⻑期ビジョン2035 事業戦略 12Ⅱ

斜面⼯事のプロフェッショナル
斜面災害の防災・減災、災害復
旧

徹底したデジタル技術導入
斜面に⼈が昇らない⼯事の実現

法面⼯事 基礎・地盤改良⼯事 リニューアル⼯事

インフラ維持管理を事業の柱の⼀つに
土構造物も含めた広範なリニューアル⼯
事を実施

健全度に応じた最適な対策を提案
対策メニューから最適な対策を提案

新規事業

新規事業へ進出・拡⼤
得意技術をベースに新分野へ進出・拡大

新規事業の創出
外部企業との協業により新しい事業創出

都市やインフラの地盤を守る
独⾃技術で地盤を強化

ニーズに応じた高精度の施⼯技術
デジタルを活⽤した高度な施⼯技術
を提供

安全安心な国土づくりにかかわる事業三本柱の深化と拡⼤ 新たな成⻑事業の
探索・確⽴

強化・拡⼤トップシェア維持 探索・創出

D X 推 進
先進技術で事業効率化、
経営品質の向上を推進

人 と 組 織
「エリアコミット経営」を⽀える⾃律的⼈財の育成

多様性・働きがいの向上を推進

財 務 強 化
資本効率と株主価値を意識した
メリハリのある戦略投資の推進

事業規模・領域の拡大

新規⼯事・災害復旧⼯事

成⻑・拡⼤

専 門 技 術
ダムグラウチングを起点とした

独自の特殊土木技術

事業を支える経営基盤



⻑期ビジョン2035 ⼈と組織 13Ⅱ

Value 価値観

「専門技術」と「人と組織」で社会から必要とされる会社であり続ける

信頼される技術⼒に培われた環境・防災⼯事を主⼒とした基礎⼯事のエキスパートであり続ける

ビジネスモデル

ニーズを形にする
“現場⼒”

エリアコミット経営

課題解決⼈と組織専門技術

独自性の高い専門技術
顧客の要望・信頼に

的確に応える
自律的人財が集う組織

社会や顧客から
必要とされる会社

会社の目指す方向性

現場⼒の向上
社会・顧客のニーズと信頼に応えるための

技術⼒・施⼯⼒を維持・向上させる

企業文化・風土の醸成と深化
対話(Communication)と

連携（ Collaboration）によりチームで仕事を進め、
難しい課題にも挑戦（Challenge）する会社

⾃律的⼈財への成⻑を目指し、⾃律的に
キャリアアップが図れる機会を会社が提供

社員個⼈として達成したいこと

キャリア形成

重
視
す
る
領
域

「対話」を通じて
会社の目指す方向性と
個人の希望がリンクする

最適領域を探索

DX推進による情報共有・効率化
（自律的人財の活躍を支援）



中期経営計画2026Ⅲ
現場⼒を強化して持続的・安定的に成⻑する企業になる



中期経営計画2023 振り返り（重点施策） 15Ⅲ

重 点 施 策 成 果 課 題

⼈的資本の確保と育成
 技術者人財の確保
 若⼿社員の定着・離職者低減
 マネジメント人財の育成、教育制度の整備

生産性の向上

安全衛生・品質管理の強化

サステナビリティ経営の促進

新分野への挑戦

 「地盤改良工事」強化に⼀定の成果
 施工自動化・遠隔化技術が実用化
 施工機械への投資、施工管理システムの実装

 採用目標人数を達成
 労働環境改善・平均年収向上目標を達成
 研修制度の整備拡充

 施工自動化技術の開発推進／開発技術の普及
 大型案件の受注、構造物補修工事強化
 上期施工促進による年間施工⾼平準化

 労働災害撲滅。繰り返し型災害の防止
 顧客要望の実現と施工品質が両⽴する「日特ブ
ランド」の定着

 サステナビリティに関する情報開示を充実
 脱炭素に対する取り組み
 働き方改革の推進、人権尊重の取り組み

 重大災害の発生ゼロ

 情報セキュリテイリスクへの対応
 ガバナンス強化に向けた取り組み

 施⼯⾃動化・遠隔化の取り組み推進
 新規事業探索「近未来プロジェクト」が始動

 開発技術の早期現場展開
 プロジェクトに即応する開発⼒強化
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分 野 ／ 目 標 結 果 評 価

2024年度に利益率が低下したもの
の、2025年度に大きく回復し目標を
達成。安定的な利益計上に課題。

54億円/年

平均7.4％

46583744  

6.27.05.56.1
利 益

3年平均2025年度2024年度2023年度

採算性のよい大型⼯事受注を目指し、
地盤改良・構造物補修⼯事、⺠間
⼯事受注の強化を図った。
拡大・増加は進捗しているものの、目
標未達。
特に構造物補修⼯事の拡大進捗に
改善の余地があり、引き続き推進。

事 業
受注高230億円

受注高100億円

地盤改良の拡⼤

受注・完⼯高 230億円/年

196196194199

198195184215

200218199184

75687482

受注

完⼯

営業利益

営業利益率

2024年度まで低下傾向を⽰してい
たものの、2025年度は利益が回復、
大きく改善。

財 務

1.3倍以上

10%以上

平均61億円

1.361.371.251.45

9.010.77.48.9

55億69億45億51億

累進配当を実施。
引き続き株主還元を⾏う。

前年度実績を下
回らない配当を
目指す

48494847

65.449.183.264.0
株主還元

⺠間⼯事の
拡⼤
構造物補修
⼯事の拡⼤

ＰＢＲ

ＲＯＩC

ＥＢＩＴＤＡ

１株当たり
配当⾦（円）

配当性向
（％）
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外部環境 内部環境

2025年度に業績を回復させ、
⻑期的にみると成⻑を遂げているものの、

安定した利益体質の構築と、
成⻑を続けられる組織・体制つくりが必要

事業への影響社会動向
⼈財・労働⼒不⾜、技術伝承の途絶少子高齢化・働き方改革進展

環境に配慮した施⼯
環境関連事業市場

脱炭素・環境対応の加速

デジタル技術の社会・現場への実装・普及
生産性向上

デジタル技術の爆発的進化

資材・エネルギー価格の高騰
利益圧迫

インフレ、国際的課題
（円安、原油高等）

事業への影響市場環境
国土強靭化施策による市場継続
⻑期的には土⽊投資が頭打ちになる可能性

公共投資の動向

防災・減災への継続的な投資激甚災害対応

 インフラの⼀⻫更新、国土強靭化施策
新設から維持管理・リニューアルへのシフト

インフラ⽼朽化対応

エネルギー転換（原子⼒、再生可能エネルギー）
交通インフラの大規模更新、都市再生プロジェクト

大型プロジェクト

技術・経営⼈財の確保
安定した利益を上げる現場組織・体制の確⽴
事業ポートフォリオの組み換え（地盤改良・リニューアル事

業へのシフト）
生産性の高い、大型案件・⺠間案件の計画的受注
開発技術の迅速な現場展開・普及
新たな成⻑ドライバーになる新規事業の探索
労働災害の撲滅

主な課題
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2035年
ありたい姿

信頼される技術⼒に培われた、
環境・防災⼯事を主⼒とした

基礎⼯事のエキスパート
であり続ける

10年後のビジョン達成のため、中期経営計画2026では
「安定的に収益を上げ成⻑を続けられる体制の確⽴」

を最優先課題とし、3つの戦略テーマに注⼒

重 点 施 策

持続的成⻑のための
課題への取り組み

⼈的資本の確保と育成

生産性の向上

安全衛生・品質管理の強化

サステナビリティ経営の促進

新分野への挑戦

2026.4〜2029.32023.4〜2026.3

中期経営計画2026中期経営計画2023
Next Challenge StageⅢ ⻑期ビジョン2035

課題の⾒直しを⾏い⻑期的視野での継続的取り組み

〜2036.3

安定的な収益体質

課題解決型企業

企業価値向上につなげる「⼈と組織」の成⻑

事業戦略 事業三本柱の深化と拡大
新たな成⻑事業の探索

個の成⻑
組織の成⻑

安定的に 売上高815億円/年 を確保

経営基盤
強化戦略

⻑期ビジョン実現のための
⼈財確保・育成

財務・投資
戦略

株主還元の強化・⾒直し
資本効率を意識した経営の実践 効果的な成⻑投資

事 業 三 本 柱 確 ⽴
現 場 組 織 強 化

事 業 成 ⻑
企業価値向上

中 期 経 営 計 画 2 0 2 6 2 0 3 5 年 あ り た い 姿
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基本方針
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安定的に収益を上げ
成⻑を続けられる体制の確⽴

連結売上高目標 ︓815億円以上

連結営業利益目標 ︓57億円以上

ROE ︓10.0％以上

ROIC ︓10.0％以上

主な経営指標（3か年平均）

事業戦略

事業の三本柱の確⽴
（ポートフォリオの強化）

既 存

新 規（未来戦略）

新規成⻑事業・技術の探索・育成

 基礎・地盤改良⼯事、リニューアル⼯事を
事業の柱に育成

経営基盤強化戦略

人 と 組 織

⻑期ビジョン実現のための
⼈財確保・育成

 社内・社外の教育制度の大幅な強化
 生産性向上に向けた組織構築の推進

社会・顧客から信頼され
必要とされる企業

サ ス テ ナ ビ リ テ ィ

財務・投資戦略

成 ⻑ 投 資

株 主 還 元

株主還元の強化・⾒直し
資本効率を意識した経営の実践

既存事業のシェア拡大と
⼈財・技術の獲得、

将来の新規分野進出を目指す
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PBR

株主還元財 務

2024/3〜2026/3
中計３か年平均

2029/3
事業計画

2027/3〜2029/3
３か年平均

743億円

46億円

6.2％

売上高

営業利益

営業利益率（％）

820億円

60億円

7.3％

815億円

57億円

7.0％

倍以上

3期平均 億円EBITDA

ROIC ％以上

配当 累進配当を採用

DOE 現状水準を維持する

業 績

1.5

60
10.0
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技術レベルの深化を図るとともに
生産性の向上に注⼒

 施⼯効率の向上（大型⼯事受注、機械化・
⾃動化の推進など）

 ⾃動化技術の普及・定着による差別化強化
（新規参入阻害、市場の維持）

 災害復興事業への堅実な対応

法 面 ⼯ 事

方 針

売上高︓281億円
（371億円）

2026/3期 実績 2029/3期まで 年平均

売上高︓285億円

施 策

成⻑領域として位置づけ
積極的な事業拡⼤を図る

 大型プロジェクトをターゲットに据え、⼯事受注・
施⼯量の増加

 機械化・⾃動化推進による効率化の推進
 施⼯機械と整備施設への積極的な投資

基 礎 ・ 地 盤 改 良 ⼯ 事

方 針

売上高︓270億円

2026/3期 実績 2029/3期まで 年平均

売上高︓285億円

施 策

新たな事業の柱として
保有技術を武器に市場開拓を加速

 下⽔道、斜面インフラなど新たなインフラリニューア
ル市場への進出拡大。積極的な投資

 推進、空洞充填、吹付など他事業で培った特殊
技術の応⽤

 麻生フオームクリートとの連携による気泡コンクリー
ト技術のリニューアル⼯事への展開

リニューアル⼯事

方 針

売上高︓173億円
（127億円）

2026/3期 実績 2029/3期まで 年平均

売上高︓180億円

施 策

※2026年度より工種区分を⾒直した。詳細は2026年3⽉期決算説明資料を参照 （）内は、従来区分による実績数字
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3つの方針を掲げ、各事業ごとに技術レベルの向上・新規技術の開発・導入
開発した技術の現場への早期展開を推進する。稼働・定着を進める取り組みを重点的に実施

社会課題・プロジェクトへの対応

Ⅲ

社会インフラの強化・安全性向上
国土強靭化への貢献

目 的

Theme 1

建設のオートメーション化

生産性向上・施⼯省⼈化
働き方改革への貢献

 生産性向上をめざす機械化・⾃動化・遠隔化の
推進

 フィジカルAIを駆使したロボティクス、⾃律型施⼯
技術の模索

 遠隔操縦技術による多様な働き方への対応

目 的

Theme 2

環境負荷低減に則した技術

サステナブル社会実現への貢献

 CO2排出量抑制技術（低炭素材料の活⽤）
 環境修復技術（法面緑化技術をベースとした環境

評価と修復）
 循環型技術（再生可能素材の活⽤、廃棄物発生

抑制⼯法）

目 的

Theme 3

開発の方向性開発の方向性開発の方向性

研究開発方針

 下⽔道管路メンテナンス、交通インフラ大規模
改修など社会課題・プロジェクトに応える技術

 インフラ⻑寿命化・予防保全型技術
 気象・地震災害に備えた防災・減災、災害復

旧技術
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4名を1期生として活動開始
（経営企画・事業本部・技術開発・営業所）

探索・選定・協業推進ノウハウのOJT習得
協業有望候補・有望シーズの抽出

新たな事業機会の創出に向け、社⻑直轄の「近未来プロジェクト」を中心に、
既存事業の深化と新規事業の探索を進める

プロジェクトメンバー
60名で発⾜

課題抽出・テーマ設定

全社横断で必要⼈財を
機動的に配置し、近未
来プロジェクトのメンバー
が重点テーマを主体的に
探索・検討

既存事業への浸透/
事業の成⻑

10年後（2036年度頃）

複数案件の探索と
協業可能性の検証 新たな事業の

柱を確⽴

※ Theta Times Ventureによる出資はファンドとしての投資活動であり、日特の協業・出資判断とは時間軸・判断主体が異なる。
※ 日特による出資は、協業・共同検証等を踏まえ、必要に応じて個別案件として検討する。

深化・探索を支える
人財

有望シーズの
具体化・⾒極め

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度頃まで

既存事業の深化と
新規事業の探索

P J の 目 的

Theta Times Venture

 Thetaの投資先・投資先候補・産業パートナー等とのネット
ワークを活⽤した共創機会の創出

 LP向けの⼈財育成・事業開発⽀援プログラムの活⽤

事業創出を実現できる⼈財の育成
果 た す 役 割 ①

果 た す 役 割 ②

共創機会の創出と事業仮説の具体化



経営基盤強化戦略① ⼈と組織 24

方針の明確化

人財活用に取り組む組織の設置

人財育成委員会
・次世代経営者・管理職育成計画
・中⻑期を睨んだ⼈財戦略⽴案

支援課
・⼯事⻑制度・バックオフィス制度の整備・充

実推進

 ⼈財活⽤を進める組織の設置と施策推進
 エリアコミット経営を⽀える⾃律的⼈財の確保・育成
 ⼈財が活躍できる現場組織の確⽴

方 針

成⻑戦略の遂⾏を
リードする経営・管理人財

専門部署で
会社を支える人財

（事務管理・開発・機材）

顧客に寄り添い
現場経営を⾏う

技術系人財

日特らしい安全・品質・コンプライアンス、そして人としての在り方を、
誰もが“自分の⾔葉と⾏動”で体現できる人財

自律的人財の育成

学び・成⻑の場の提供／実践

社内研修・階層別研修の充実
・部署に応じた専門スキル研修制度整備
・OJTの充実
・企業内大学による専門スキル＋⼈間⼒教育

次世代役員・管理職人財の育成
・外部機関と連携した実践教育
（事業構想大学院大学における研修）

人財が活躍できる現場組織の確⽴

⼯事⻑とバックオフィス／DX推進

⼯事⻑を核とする現場体制の充実
・⼯事⻑⼈財の確保と育成

バックオフィス制度の確⽴
・DX推進による事務作業の軽減
・バックオフィスから現場を⽀援する制度

人財の確保

人財の採用／就労環境整備

社員の採用強化
・採用活動の強化
・現場管理社員の確保
・社会から関⼼をもってもらえる魅⼒
ある会社（企業ブランディング）

就労環境改善、人事制度改定
・多様な働き方への対応
・「働きがい」向上への取り組み

Ⅲ .
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デジタル技術で現場と経営をつなぎ、現場の安全と生産性を革新する

施⼯管理

データ・ナレッジ共有による生産性向上
i-Construction2.0（現場のオートメーション化）推進

DX推進方針

Ⅲ

施 ⼯ 現 場

バックオフィスからの
現場支援 DX推進環境の整備

管理・モニタリング体制の強化、パトロールへのデジ
タル導入
監視センサーなどデジタル機器の導入

機械化・⾃動化・遠隔施⼯による生産性向上、
働き方改革への貢献
施⼯情報共有活⽤による迅速な対応・動き
施⼯管理システムによる管理業務の負担軽減

安全管理

AI活⽤による施⼯の⾃律化
ナレッジの共有・有効活⽤を⽀援

データ施⼯

オフィス業務効率化
事務部門の業務プロセス

⾒直し・業務軽減

営業管理
 SFA（営業⽀援システム）により

情報共有・データ活⽤を⾏い営業
競争⼒を強化

DX⼈財の育成
各部門におけるDX推進⼈財の

育成
 デジタル技術の向上に対応でき

る⼈財確保

基幹システム/セキュリティ
基幹業務システムの強化
情報セキュリティ体制の強化

オフィスDX
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マテリアリティ

環 境 【E】 社 会 【S】 ガバナンス 【G】

• 生物多様性
• 気候変動
• 汚染と資源
• ⽔の安全保障

• 労働安全衛生
• 品質・技術の確保
• 地域連携
• ⼈権／労働基準

• コンプライアンス
• リスクマネジメント

国土強靭化 カーボンニュートラル 緑化・生物多様性

⼈的資本 DX変革 ガバナンス

地域インフラ基盤

当社の事業そのものが、社会インフラの持続可能性を⽀えることであり、サステナビリティは経営の根幹です
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保有固定資産の徹底活用
保有機械の稼働率管理強化／有形固定資産活⽤⾒直し
導入済無形固定資産活⽤による営業効率化・案件管理高度化施策

固定資産回転率

原価率（売上高原価率）
不採算案件の選別（受注前審査の徹底）
追加⼯事・設計変更の早期契約化（原価増の回収）

売上高原価率

売上・受注の質向上
選別受注、施⼯効率化、原価管理の徹底

施⼯計画の高度化と原価統制（現場起点の収益管理）
施⼯条件に応じた採算確保

売上高営業利益率

生産性向上（技術×現場定着）
機械化・⾃動化・遠隔化の推進、多様な働き方にも対応
開発した技術の迅速な現場展開（ラストワンマイル）
現場⽀援機能（⽀援課）で定着・標準化

技術開発
（開発×現場定着）

販管費率の適正化
間接業務の効率化（業務プロセス⾒直し）
本社コストの⾒直し（共通費の最適化）
管理部門の生産性向上（DX活⽤）

売上高販管費率

Ⅲ

ROICを構成要素に分解し、改善に寄与するドライバーを特定、重点施策を定めて取り組みを推進する

売上債権回転率を向上／回収サイト短縮施策
出来高請求の徹底・検収/請求プロセス標準化
⼯程停滞要因の早期解消・⼯事進⾏の促進（未成⼯事⽀出⾦の滞留日数の

改善）入⾦遅延管理の強化

売上債権回転率・
未成⼯事支出⾦

回転率

利益向上

ROIC

投下資本
回転率

売上高向上を
図りつつ最適な

投資効率を目指す

税引き後
営業利益

（NOPAT）
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2029/3（計画） ROE向上の実現に向けた施策

ROE 10 ％ 以 上

当期純利益÷売上高

【収益性】

売上高純利益率

売上高÷総資産

【資産効率性】

総資産回転率

総資産÷⾃己資本
財務レバレッジ

 売 上 高 増 加 ・ 生 産 性 向 上
（ 新 規 事 業 分 野 開 拓 、 D X 化 推 進 ）

 利 益 率 向 上 （ 原 価 率 低 減 、 管 理 費 抑 制 ）
 利 益 率 向 上 に 向 け た 開 発 ・ 設 備 投 資

4.9 ％

1.3 回

1.6 倍

 売 上 高 の 拡 大 ・ 維 持
 既 存 遊 休 資 産 の 圧 縮
 購 入 重 機 ・ 機 械 の 回 転 率 向 上

 設 備 投 資 ・ 成 ⻑ 投 資 の 加 速
• 既 存 強 化 分 野 （ リ ニ ュ ー ア ル 分 野 ） の へ 設 備 投 資 ・

開 発 投 資 強 化
• 新 規 事 業 探 索 、 成 ⻑ 投 資

 借 入 ⾦ の 適 正 な 有 効 活 ⽤

11.1
9.0

7.1

11.5

2023/3 2024/3 2025/3 2026/3

(%)

4.8 4.1 3.6
5.0

(%)

1.4 1.3 1.2
1.4

(回)

1.66 
1.62 1.62 

1.65 
(倍)

 事 業 戦 略 （ 事 業 分 野 確 ⽴ 、 売 上 高 ・ 利 益 率 の 拡 大 ・
向 上 ）

 経 営 基 盤 強 化 戦 略 （ ⼈ 財 育 成 、 現 場 組 織 強 化 ）
 財 務 ・ 投 資 戦 略 （ 成 ⻑ 分 野 へ の 開 発 ・ 投 資 ）

中期経営計画の着実な推進と、適正なレバレッジの活⽤も進め、ROE10％以上を目指す
過去の推移
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キャッシュイン キャッシュアウト

中期経営計画2023 中期経営計画2026

営業CF
325億円

運転資⾦
ほか

100億円

設備投資
35億円

株主還元
61億円

資⾦調達
30.4億円

営業CF
323.6億円

設備投資
57.5億円

将来投資
130億円

株主還元
63億円

キャッシュイン キャッシュアウト

 経営基盤強化・⼈財投資等の強化
 アライアンス・ M&Aなど投資戦略の実⾏

将来投資

 現⽔準の配当指標DOEを維持しつつ、高⽔準かつ
⻑期継続的な累進配当を実施

株主還元

 既存事業の成⻑領域（リニューアル）における技
術・機材開発を重点的に実施

設備投資

運転資⾦ほか
103.5億円

将来投資
104億円

資⾦運⽤
25億円

営業CF・資⾦調達を活⽤し、財務健全性を維持しながら、将来投資と株主還元に戦略的に配分



既存事業の深化のためM& Aをはじめとする事業拡大と強化策を検討、
新規分野では、スタートアップ企業との連携を軸に幅広い手段を⽤いて事業の探索を計画

30Ⅲ

新規分野

事 業 領 域

市
場
・
顧
客

基
礎
・

地
盤
改
良

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

事業拡⼤・強化
（規模・人財）

新たな成⻑
ドライバーとなる
新規事業の探索

法

面

既存（特殊土⽊会社）

事業拡⼤・強化（規模・人財）

主な手法

事業三本柱の強化・シェア拡大、⼈財獲得
地方市場での連携、足りないピースの獲得

新 規 事 業

新しい事業・技術の探索

同業他社や地域業者の買収
・市場シェアと顧客基盤の拡大
・双方の強みを生かしてシナジー効果を発揮

目 的

目 的

深化

探 索

財務・投資戦略④ 事業成⻑と未来に向けたアライアンス・投資

「近未来プロジェクト」にて検討
•最新技術や革新的な技術の取り込み
•自社開発を含む新規事業への事業投資

 既 存 三 本 柱 の 事 業 拡 大 、 ⼈ 財 ・ 技 術 の 獲 得
 新 し い 成 ⻑ ド ラ イ バ ー と な る 新 規 事 業 の 探 索

事業成⻑
の課題

主な手法 スタートアップとの連携のほか、新規事業純投資、技
術・資本・業務提携、M&Aなど様々な⼿段を幅広く検討

過 去 ケ ー ス
日特建設︓
顧客基盤ネットワークの提
供⇒事業拡大に寄与 麻生フオームクリート

独自施工技術の適用範囲・
販路拡大⇒事業拡大に寄与
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・継続的な累進配当を実施
・現状⽔準の配当指標DOEを維持

基本方針

DOEの向上は目的ではなく、事業の成⻑や収益⼒向上、適切な資本政策の結果として実現される指標である

（％）

実 績 計 画

2025/3 実績 2026/3 実績

48.0

5.9

83.2

１株当たり配当⾦（円）

DOE（％）

配当性向（％）

49.0

5.7

49.1

2024/3 実績

47.0

6.0

64.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3 2028/3 2029/3

Ⅲ

適切な財務バランスを鑑みながら、
現状水準のDOE維持を目途に累進
配当を実施

（円）




